
日本禁煙学会雑誌　第21巻第2号　2026年（令和8年）8月10日

47

　加熱式タバコ（HTP）は「燃焼を伴わず有害物質を低減した」新型タバコとして急速に普及したが「有害性
を低減したタバコ製品」という発想自体は新しいものではない。本稿は、HTPを単に新たなタバコ製品とし
てではなく、フィルター付きおよび低タール製品に連なる「有害性低減」製品系譜の派生製品として位置づけ、
その開発意図・販売戦略・規制対応を批判的にレビューする。
　低タール製品では、機械測定上の曝露指標の低減が疾病リスクの低減を意味せず、むしろ吸入行動の変化
を引き起こすことで別種の害を生じ、その有害性低減表示は後に司法的に虚偽と認定された。これらから、
加熱式タバコの「有害物質低減」主張も同じ失敗プロセスをたどる蓋然性が高い。さらに、集団規模の曝露・
長い疾病潜伏期・曝露コホートの不可逆性から考えれば、害が証明されてから対応する姿勢自体が誤りであ
り、安全性の立証責任は製造者側に置かれるべきである。

キーワード：加熱式タバコ、有害性低減、低タール、たばこ規制枠組条約、立証責任
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加熱式タバコの歴史的役割

緒　言
加熱式タバコ（heated tobacco product：HTP）は、

タバコ葉を加熱し、生じたエアロゾル（煙）を吸入さ
せる製品である。2010年代後半から急速に普及し始
め、とりわけ日本は世界最大のHTP市場となった。
2024（令和6）年の国民健康・栄養調査によると、現
在習慣的に喫煙している者のうちHTPを使用する者
は男性41.4％・女性44.2％であり、20～39歳では
男女とも6割を超える 1）。
製造・販売するタバコ会社はHTPについて、燃焼

を伴わないと主張してきた。そのため、紙巻きタバ
コ（combustible cigarette）と比べて有害・潜在的有
害 成 分（harmful and potentially harmful constitu-
ents：HPHC）が低減されるとし、これを製品開発と
販売上の主要な論拠としている 2）。
しかし、この「有害性を低減したタバコ製品」とい
う発想は新しいものではない。フィルター付き紙巻
きタバコや低タール（low-tar/"light"）製品は、喫煙と
肺がんの関連が社会問題化した1950～60年代以降
に「より害の少ないタバコ」として導入された製品で

あり、その販売戦略は、後続の有害性低減製品でも
大きく変わらずに反復されてきた 3）。
また、現在のHTPのようなタバコ製品は、1988
年のPremier、1996年のEclipse（ この2種はR.J. 
Reynolds社、カーボン加熱）、1998年のAccord
（Philip Morris社、電気加熱）など、すでに四半世
紀以上前から商品化が試みられ、いずれも喫煙者に
受け入れられずに失敗している 4）。すなわちHTPは、
タバコ製品の歴史の中では「古くて新しい」製品とい
える。
本レビューは、HTPを単なる新たなタバコ製品と

してではなく、フィルター付きタバコや低タール製
品などに連なる「有害性低減」を訴求するタバコ製品
の系譜に位置づけ、その派生製品として批判的にレ
ビューする。具体的には、過去の有害性低減製品が
なぜ導入され、その後どのような帰結をたどったか
を整理し、HTPが同じ開発意図・戦略を共有してい
ないか、そして同じ帰結をたどる可能性について検
討する。
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有害性低減を掲げた製品改変はフィルター・低
タールが最初ではなく、低タール以後もチャコール・
フィルターなどの類似改変が断続的に反復されてき
たが、本稿はこの系譜のうち代表的な結節点として、
フィルター・低タールと加熱式タバコを対比する 5）。

方　法
本稿はナラティブな批判的レビューであり、基本

的に次の二層の資料を対象とした。第一に、規制・
司法記録および公的科学評価（米国国立がん研究所
モノグラフ、米国対Philip Morris訴訟判決、米国
食品医薬品局の決定、FCTC関連文書など）である。
第二に、HTPのエアロゾル化学組成および使用実態
に関する査読付き文献（2019～2026年）であり、産
業から独立した研究を優先して用いた。
分析の枠組みとして、フィルター→低タール

→HTPという系譜を通じて、（a）製品が導入された
目的、（b）有害性低減の訴求に用いられた指標と販
売戦略、（c）規制当局の対応、の三点を時系列で対
比した。そのため、本レビューは新たな実験データ
を提示するものではなく、既存知見の構造的再解釈
を目的とする。

成　績
1.　フィルター付き・低タール紙巻きタバコが
 出現した背景
喫煙と肺がんの関連を示す証拠が1950年代に相
次いで報告されると、喫煙者の不安が喚起されたが、
タバコ産業はこれに対し、より害の少ないとされる製
品への乗り換えを示すようになる。フィルター付き紙
巻きタバコおよび低タール製品は、このように喫煙
の健康影響への社会的懸念が高まった時期に、喫煙
者を離脱（禁煙）させず、継続させることを目的とし

て導入された。
タバコ産業の主張を支えたのは、機械喫煙による
タール・ニコチン測定値（Cambridge Filter Method
／FTC方式）であった。これはフィルターおよびベン
チレーション（通気孔）製品の測定値が低い値になる
ため、測定値が低い製品を「ライト」「マイルド」「低
タール」と表示することができるようにする技術的方
法である 6）。

2．低タール製品の長期的悪影響は
 すでに判明している
しかし、その後の科学的検証は、機械測定上の低
減が疾病リスクの低減を意味しないことを明確に示
した 7）。NCI（米国国立がん研究所）モノグラフ第13
号（2001年）は、低タール・低ニコチン製品が喫煙者
の疾病リスクを低下させなかったと総括している 8）。
問題は「効果がなかった」ことにとどまらない。ベ

ンチレーション付きフィルターは喫煙者の吸入行動
を変化させ、通気孔を指で塞ぐ、より深く吸入する
などの代償喫煙（compensatory smoking）を誘発し
た。この行動変化は、煙をより末梢の気道に到達さ
せ、肺がんの組織型が中枢の扁平上皮がんから末梢
の腺がんへと移行した一因と考えられている 9）。すな
わち、選択された指標上の曝露低減は、未測定の経
路を介し、別種の害を新たに生じさせたことを示唆
している。
さらに、これら「有害性低減」主張の欺瞞性は、司
法の場でも認定された。米国・Philip Morris訴訟
においてKessler判事は2006年、主要タバコ会社が
「ライト」「低タール」製品を害が少ないと偽って販売
したことを含め、組織犯罪対策法（RICO）違反にあ
たると判断した 10）。これを受け、米連邦取引委員会
（FTC）は機械測定法に基づくタール・ニコチン表示

世　代 導入時期 低減を訴求した指標 主な販売上の訴求 その後の帰結

フィルター・
低タール 1950～ 1960年代～ 機械測定タール・

ニコチン値
「ライト」
「マイルド」

疾病リスクを低減せず／
表示が虚偽認定（8, 10）

チャコールなどの
中間的改変 1960～ 1970年代～ ガス相成分、

タバコ代替材
「より低刺激」
「より安全」など 有害性の低減はない（5）

先行HTP
（Premierなど） 1988年～ 曝露低減を含意 「よりクリーン」

「受動喫煙が減少」など
商業的失敗（4）／
受動喫煙の減少は否定

現行HTP
（Ploom、IQOSなど） 2013年～ HPHCなど 「有害物質低減」など 健康リスク低減は

未確定（12, 13）

脚注：HPHC, harmful and potentially harmful constituents（有害・潜在的有害成分）。HTP, heated tobacco product（加熱式タバコ）。

表
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の根拠とされた従前の指針を2008年に撤回した 6）。

3．加熱式タバコの実用化とその理由
燃焼させずに加熱するタバコ製品の開発自体は、

前述のとおり1980～90年代にすでに試みられてい
た。これらが失敗した主な理由は、加熱方式・吸い
心地・機能性・操作性・携帯性など、製品としての
完成度の低さにあった 11）。

2014年以降のHTP（IQOSなど）が普及に成功し
たのは、主に以下の三つの条件が揃ったからである。
第一に、稼働時間の延長と小型化により機能性と携
帯性が実用水準に達したこと。第二に、ガジェット
感のあるデザインと広告・販促による訴求効果。第
三に、燃焼を伴わないことを根拠とする潜在的有害
成分（HPHC）の低減という低タール時代と同様の定
量的な主張が用いられたことである。
ただし、規制当局の評価は限定的である。FDAは

2020年、IQOSをMRTP（Modified Risk Tobacco 
Product）として認可し、その後2026年に更新した
が、その内容は当初から一貫して「曝露の低減（re-
duced exposure）」表示の許可にとどまり「リスクの低
減（reduced risk）」表示を認めてはいない 12）。曝露指
標の低減が疾病リスクの低減を意味するとは認めら
れなかった点で、この線引きはフィルター・低ター
ル製品で示された有害性の教訓と同じである。

考　察
1．同じ歴史の反復：機序としてのアナロジー
本レビューの独自性は、新たな実証データの提示

ではなく、HTPをフィルター付き紙巻きタバコおよ
び低タール製品に連なる「有害性低減」製品の歴史的
系譜に位置づけ、曝露低減表示、規制判断、立証責
任の問題を一体として再検討する点にある。フィル
ター→低タール→HTPの変遷に示されているのは、
タバコ産業が構造的に同一の主張をしていることで
ある。各世代のタバコ製品では、（a）選択された曝露
指標（例：タール測定値、HPHC数）の低減が主張さ
れ、（b）それによって有害性の低減という錯誤を生じ
させ、（c）健康被害の低減は実証されないまま普及し
てしまい、（d）喫煙行動の変化、組成的な変化など
を介して新たな害が生じた、という経緯をたどって
いる。

HTPまでの教訓で重要なのは、結果論ではなく、
機序として理解されるべき点である。フィルター付

きや低タールのシガレットでは、通気孔→代償喫煙
→末梢腺がんへの移行という経路が生じ、定量的な
低減が別種の害に転化した。
現在のHTPの普及は、この機序によれば前段か

ら中段の状態にある。独立した研究では、HTPエア
ロゾルにおける微小粒子（粒径1 µm未満が大半を占
める）の存在、一部HPHCの紙巻きタバコより高い
濃度、グリセロールなどが加熱されることによる新
規生成物の検出を報告している 13～16）。このように、
HTPは単に過去の有害性低減と同じ嘘を繰り返すの
みならず、同じ失敗の過程（選択指標の低減≠疾病
の低減）をたどっていると理解することができる。

2．有害物質の低減は有害性の低減を意味しない：
 ハームリダクション理論の整合性
ここまでの考察は、即座にタバコのハームリダク
ション理論を否定するものではない。有害性低減製
品への完全な切り換えを前提とした限定的な条件下
に限り、ハームリダクション理論に学術的論争が存
在するのは事実である。
しかし、ハームリダクション理論が成立する前提
は、喫煙者の完全な切り替えだけではない。切り替
えた先の製品が十分に安全である、あるいは実質的
に害が少ないと確立されていることが不可欠である。
日本では近年、紙巻きタバコとの併用ではなく

HTP専用への移行も一定程度進むとされるが 17）、仮
に完全な切り替えを想定しても、この安全性の前提
は満たされていない。前節で示したとおり、独立し
た研究は、HTPエアロゾルが有害物質を排出しない
わけではなく、一部のHPHCは紙巻きタバコより高
濃度であり、保湿剤由来のグリセロールなどの新規
発がん性物質をも生じることを示している 13, 15）。
発がんや循環器疾患という帰結の潜伏期は20～30

年に及ぶため、長期的な安全性は現時点で確立しよ
うがない。実際、独立した総説はHTPのリスクは依
然として不明であると結論している 13）。すなわち「有
害物質の低減」は、切り替えの完全性にかかわらず
「有害性の低減」が確立したことを意味しない。これ
を同一視することは、フィルターや低タール時代に
犯した誤りの反復にほかならない。
さらに、ハームリダクション理論の主張を独立に
検証しうる規制環境も、日本では欠如している。財
務大臣が日本たばこ産業株式の相当割合を保有し、
産業から独立した公衆衛生志向の規制機関を欠く構
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造の下では 17）、公衆衛生政策を産業の既得の利益か
ら保護すべきとするFCTC第5条3項 18）の要請が満
たされず、ハームリダクション理論が成立するため
の検証の前提すら整っていない。

3．証明されてからでは遅い：立証責任と予防原則
最後に、本レビューの主題である「同じ歴史を繰り

返す危険」は、製造責任と立証責任の問題として示さ
れるべきである。HTPの使用者は増え続けているが、
発がんや循環器疾患の潜伏期は20～30年に及ぶ。
いったん曝露した集団は、もはや曝露しなかった集
団には戻れない。この集団規模性・長い潜伏期・不
可逆性の三条件の下では、有害であると証明される
まで安全とみなすという前提自体が明らかに誤って
いる 19）。
過去のフィルター・低タール製品での害の証明は、

数十年の回避可能な疾病が積み重なった後にようや
く確定した。この誤りが構造的に反復される理由は、
有害と証明されるまで安全とみなすという立証責任
を公衆衛生の側に負わせているからである。この関
係の下では、有害性は疫学の調査研究などにより、
事後的にしか確定できない。
しかし、上記の三条件（集団規模の曝露、長い潜
伏期、曝露コホートの不可逆性）を有するタバコ製品
では、事後的な証明では手遅れであり、害が確定し
た時点で回避可能であったはずの疾病はすでに不可
逆に発生している。立証責任を公衆衛生の側に置く
限り、低タール製品で生じた誤りは反復される。ま
た、これはHTPによる受動喫煙に関しても同様と考
える。
したがって安全性の立証責任は、製品を大規模に
展開する製造者＝タバコ会社の側が果たすべきであ
る 4）。この立証責任の配分は、内容物および排出物
の開示を製造者に義務づけるFCTC第9条・第10条
において、すでに部分的に制度化されている 20）。有
害性低減の主張を産業側が自ら行い、その主張を
もって規制の緩和を求めること自体が、安全性の立
証責任の所在を転倒させるものであり、安全性が立
証されない限り、その製造販売は予防的に規制され
るべきである。

結　語
加熱式タバコをタバコ製品の歴史の視点から見れ

ば、フィルターおよび低タール製品から連なる有害

性低減製品系譜の最新の派生製品として理解でき
る。過去の製品は、機械測定上の曝露指標の低減が
疾病リスクの低減を意味せず、むしろ吸入行動の変
化を介して別種の害を生み、その低減表示は最終的
に虚偽と認定されている。
歴史と製品特性から見たHTPの「有害物質低減」

主張も、過去の製品と同様に有害性の低減を意味し
ないものとして否定される蓋然性が高い。しかも集
団規模の曝露・長い潜伏期・曝露の不可逆性を踏ま
えれば、その否定が確定的に証明されてから対策す
ることは、過去の誤りを再現することとなり、同じ
ような対応をすれば遅きに失するというそしりを免れ
ない。安全性の立証責任は製造者側に置かれるべき
であり、確定的な証明を待つ姿勢ではなく予防的態
度こそがFCTCの理念とも整合する対応である。
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